
Associations between Fine Particulate Matter Components  

and Daily Mortality in Nagoya, Japan 

Kayo Ueda1, Makiko Yamagami2, Fumikazu Ikemori2, Kunihiro Hisatsune2,  
and Hiroshi Nitta3 

1Graduate School of Kyoto University,  
2Nagoya City Institute for Environmental Sciences,  

3National Institute for Environmental Studies 
 

Journal of Epidemiology, 26(5), 249-257, 2016 
 

はじめに：微小粒子状物質(PM2.5)の死亡に対する影響推定値には，季節変動や地域差がみられ，この変動には

PM2.5 の化学成分の違いが関係している可能性がある．本研究では，名古屋市において PM2.5 の成分濃度と死亡

との関連について検討した． 

 

方法：名古屋市の 2003 年 4 月から 2007 年 12 月までにおける 65 歳以上の日死亡数と PM2.5 質量濃度及び成

分濃度のデータを結合した．時間層別化ケースクロスオーバーデザインを用い，日々の死亡と PM2.5 質量濃度及

びそれぞれの成分（塩化物イオン，硝酸イオン，硫酸イオン，ナトリウムイオン，カリウムイオン，カルシウム

イオン，マグネシウムイオン，アンモニウムイオン，元素状炭素，有機炭素）との関連について検討した． 

 

結果：PM2.5 質量濃度と死亡との関連は，春・秋により大きかった．PM2.5 成分濃度については，単汚染物質

モデルで，硫酸イオン，硝酸イオン，塩化物イオン，アンモニウムイオン，カリウムイオン，元素状炭素，有機

炭素が死亡と有意な関連がみられた．多汚染物質モデルでは，硫酸イオンの四分位範囲濃度上昇あたり，2.1%(95%

信頼区間，-0.1, 4.4%)の全死亡増加と関連しており，有意に近い関連であった． 

 

結論：これらの結果から，ある粒子状物質の成分は他の成分より有害な影響が大きく，粒子状物質の健康影響

の四季変動に関わっていることを示唆した． 
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名古屋市での生鮮食品取扱量に基づいた温室効果ガス排出量の

算出とその経年変動 

中島 寛則，大野 隆史 
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 名古屋市内で消費される青果物，水産物および生肉類について，生産段階及び輸送段階におけ

る一定条件での年間 GHG 排出量を，2008 年から 2012 年までの市場データをもとに算出し，品目

ごとに経年変動の解析を行った． 

 青果物では加温栽培をおこなう品目で，光熱動力の影響によって生産段階での GHG 排出量が大

きくなった．また，露地栽培のものでは，取扱量の多いキャベツや玉ねぎで GHG 排出量が大きく

なった．また輸送段階では，北海道産や外国産の取扱量が多い玉ねぎやばれいしょなどの品目で，

GHG 排出量が大きくなった．以上より，地産地消や旬産旬消を促進することにより，GHG 排出量の

減少が期待される． 

 水産物では取扱量も多く，遠洋漁業で生産される，まぐろ類の GHG 排出量が最も大きくなった．

生肉類では牛肉の GHG 排出量が大きい結果となった．水産物や生肉類は生産段階の GHG 排出量が

99%以上を占めており，輸送による排出の影響はほとんど認められなかった． 

全品目を合計した GHG 排出量は 5 年間の平均で約 72 万 tCO2eq となり，水産物が最も大きな GHG

排出量となった． 

 5 年間の経年変動について解析を行ったところ，全体の GHG 排出量は経年的に減少しており，5

年間で約 12％の減少率となった．品目別にみると，果物では全国的な出荷量の減少と同様の傾向

が認められた． 野菜も多くの品目で全国の出荷量と同様の傾向であったが，中には一致しない品

目もあった．水産物では一部の品目で，全国の漁獲量の変動と，名古屋市での GHG 排出量の変動

の相関が認められた．生肉類では顕著な傾向は認められなかった． 
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野菜の購買と脱温暖化シナリオ 

中島 寛則 

 

「おかいもの革命！」公人の友社，p143-152(2015) 

 

 キャベツやりんご等，野菜及び果物 24 品目の生産及び輸送段階における，年間温室効果ガス排

出量を，名古屋市中央卸売市場の取扱量をもとに算出した．またその結果をもとに削減シナリオ

を設定し，地産地消やエネルギー転換の削減効果を定量的に算出した． 

 野菜や果物では，キュウリやハウスみかんなど，ビニールハウスで加温栽培を行っている品目

で生産段階の GHG 排出量が大きくなった．また，北海道産の割合が多い玉ねぎなど，名古屋市の

市場までの輸送距離が長い品目で輸送段階の GHG 排出量が大きくなった．また全体的に，生産段

階の排出量の方が大きくなる傾向がみられた．今回対象とした青果物 24 品目の年間 GHG 排出量は

合計で約 26 万 tCO2eq であった． 

 削減シナリオによる効果では，地産地消の推進や化石燃料から再生可能エネルギーへのエネル

ギー転換を進めることで，およそ 30％の削減効果が認められた． 
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放射性炭素 14C を用いた都市大気における炭素性エアロゾル中

生物起源炭素の季節変動と発生源解析 

池盛文数，本庄浩司 1，浅川大地 2，山神真紀子，中村俊夫 3 
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Earozoru Kenkyu, 31(1), 47–58, 2016 

 
植物燃焼や植物から放出される炭素質エアロゾルについて，都市における季節変動や発生源を評価するため，

名古屋で捕集した全浮遊粒子状物質試料の有機炭素，元素状炭素，14C およびレボグルコサン濃度を測定した．

春（56.4 percent modern carbon，以下 pMC）や夏–初秋（57.4 pMC）における 14C 濃度は，晩秋–冬（47.1 pMC）に

比べ高濃度であった．特に 4 月の 14C 濃度は，花粉の影響により観測期間で最も高濃度であった．レボグルコサ

ン濃度は明確な季節変動を示し，国内の報告例と同じく，晩秋–冬において他の季節よりも高濃度であった．また

レボグルコサンは，14C 濃度より算出した全炭素中の非化石燃料起源炭素（TCnf）と，晩秋–冬においてよい相関

を示した．さらに，TCnf を二つの起源，植物燃焼起源炭素（TCbb）と TCbb 以外の生物起源炭素（TCbio）に分

けた．TCnf および TC に対する TCbb の寄与は，晩秋–冬において高かった．一方，TCbio はすべての季節におい

て TCbb より高濃度であった．また，TCbio の発生源は，春は花粉，夏は植物起源の二次生成エアロゾルの寄与

が大きいなど，季節により大きく異なると考えられた． 
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2003 年 4 月～2004 年 3 月に名古屋で採取した PM2.5 について，春季は OC が高濃度となった．特に 5 月は

2003~2007 年で最も OC が高濃度であった．また 14C 濃度より 5 月と 6 月前半に特異的に 14C 濃度が高い結果を得

た．各日の OC，OC/EC を見ると，14C 濃度が高い期間中，OC は高濃度で OC/EC は高い傾向があった．また，後

方流跡線解析より，OC/EC が高い日は，東シベリアからの気塊が流れ込んでいた．2003 年にはシベリアにおいて

大規模な森林火災が発生したことが知られており，日本国内でも森林火災より発生したエアロゾルが富士山の山

頂で観測されている．バイオマス燃焼の指標とされる K+は，OC/EC や OC と同じような濃度上昇は見られなかっ

た．森林火災の長距離輸送に関しては K+を指標にすることが難しいことが考えられる．また森林火災は粒子だけ

でなく VOC も発生することが知られているため，これらの二次生成粒子が到達し，pMC と OC/EC の上昇に寄与

した可能性が考えられる． 
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炭素質エアロゾルは，大気エアロゾルの 20～80％を占め，気候変動やヒトの健康影響に大きく関わっている．

炭素エアロゾルの化学的性質や組成を知ることは，その起源や発生源を知る上でとても重要である．しかし，そ

の組成の複雑さゆえに，よく理解されていない．名古屋で採取した大気浮遊粉塵（TSP）中の炭素性エアロゾル

を，有機溶媒の性質（極性の度合い）に分画した．各区分を FT-IR により官能基情報を調べ，AMS により質量情

報を得た．分画は，非水溶性有機炭素（WISOC），水溶性有機炭素（WSOC）の三つの区分（極性の高いものか

ら HP-WSOC，MP-WSOC，LP-WSOC）に分画した．夏は，HP，MP-WSOC が冬の 2 倍になった．FT-IR の結果

から，WISOC は炭化水素が多く，LP-WSOC はアルコール類が多かった．MP，HP-WSOC は，低級カルボン酸や

アルコールが支配的であった．AMS のデータを統計的に処理し，発生源を調べたところ，WISOC，LP-WSOC は

自動車などの一次燃焼の影響を強く受けており，MP，HP-WSOC は，光化学二次生成の影響を強く受けているこ

とが示唆された． 

－ 43 －



Comparison of air pollution with mutagens and chemical constituents 

in particulate matter in metropolises in China (Beijing) and Japan 
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Biological and Pharmaceutical Bulletin, 39(3), 415–422, 2016 
 

近年，東アジア沿岸からの汚染物質輸送が注目されている．そこで，日本が風下になる，春と冬において，全

浮遊粒子状物質を北京，大阪および名古屋で捕集し，汚染物質の濃度を比較した．10 種の多環芳香族炭化水素

（PAHs）について，北京は，大阪，名古屋の約 60 倍であった．変異原性試験を行ったところ，北京は大阪，名

古屋より，変異原活性が高かった．これらの結果，北京は大阪，名古屋よりも大気汚染が深刻な状況にあること

が示された．特定の PAHs や，ニトロ PAHs の比を取ることにより，発生源情報を得ることができる．その結果，

北京では冬にバイオマスバーニングや石炭燃焼の影響が強く，春は車の影響が強いことがわかった． 
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2008 年 7 月から 2009 年 6 月に国内 14 地点で毎月 4 回以上，ハイボリウムエアサンプラーによる総粉じん(TSP)

の捕集を行った．イオン成分，炭素成分，無機元素の分析を行い，地域間相関性と成分間相関性を調べた．エア

ロゾル成分濃度の大阪に対する各地点の地域間相関性を調べたところ，イオン成分(SO4
2-，NH4

+，NO3
-，Mg2+，

Ca2+等)や炭素成分(OC，EC)は地域間の相関性が有意に高かった．無機元素は Pb，Mn，Cd を除き相関は弱く，

Pd，Cd は大阪と広域な地点において相関が高いのに対し，Mn の相関が高い地点は大阪近傍に限られていた．こ 

ことから大気エアロゾルは成分によって広域的な影響と地域的な影響の程度が大きく異なると考えられた． また，

大阪を例とした場合，成分間の相関は SO4
2-と NH4

+および EC と OC でそれぞれ有意であったが，SO4
2-と EC およ

び SO4
2-と OC の相関は弱かった．このことは 因子分析の計算結果にも反映されており，これらの成分はいずれ

も広域輸送による影響を受けやすいが，発生源の由来は異なる可能性が示唆された． 
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塩素化多環芳香族炭化水素類（ClPAHs）は，代表的な環境汚染物質として新しく発見された物質である．これ

までの研究において，ClPAHs のガスクロマトグラフィー質量分析計（GC／MS）分析に関連した，サンプル前処

理とイオン化条件が評価されている．本研究では，大気粒子試料に対しての最適な前処理について検討を行い，

クリーンアップ手法として，シリカゲルを用いた．ターゲットとした ClPAHs は，イオン化法として NCI 法では，

EI 法に比べて，感度が良い物質もあったが，すべてが感度よく検出されるわけではなかった．この方法を用いて，

比較的工場の多い立地でサンプリングした大気試料および，トンネル粉塵の標準のサンプルを測定した．結果，

それぞれ，14，18 種の ClPAHs が検出された．両サンプルを比較すると，プロファイルが大きく異なっていたた

め，大気試料中の ClPAHs は，自動車排ガスではなく，ローカルな発生源からの排出により起因していると考え

られた． 
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大気エアロゾル中の炭素フラクションと 14C 分析 

池盛文数 
 

Earozoru Kenkyu, 31(1), 23–31, 2016 

 
放射性炭素同位体 14C は，炭素を化石と生物の二つの起源に分けることができるため，発生源解析のための有

力なトレーサーの一つとして知られている．大気エアロゾル中の全炭素（TC）だけでなく，有機炭素（OC），元

素状炭素（EC）や水溶性有機炭素（WSOC）における 14C 濃度を測定するために，これらを分離する研究がされ

ている．本稿では，炭素成分の分離法に関する研究，提案されたプロトコル，それらの相互比較についてまとめ

た．OC と EC 分離のためには，以下の事項に留意する必要があると考えられる．それは，熱分離の前に WSOC

を抽出すること，OC 除去の際，適切な温度を選択すること，他の分離メソッドより得た炭素フラクションの 14C

濃度と比較することである．WSOC 中の 14C 濃度についても，直接測定された例が報告されている．これらの炭

素フラクションにおける 14C 濃度測定により，炭素質エアロゾルの発生源や環境動態の理解が深まることが期待

される． 

 

－ 47 －
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久恒 邦裕，山神 真紀子 

名古屋市環境科学調査センター 

 

大気環境学会誌, 50(2), 107-116 

 
 

PM2.5 の環境基準が定められ，各地で常時監視体制が整い多地点のデータを得ることが容易にな

りつつある．しかし，平均値などを比較しただけではそれぞれの測定地点の特徴を明確にとらえ

ることは難しい．そこで今回，愛知県，岐阜県および三重県の測定局を対象にして，ベイズ統計

を用いた条件付き自己回帰モデルにより常時監視データの解析を行った．PM2.5 濃度の観測値を，

全域に共通した月ごとの影響，0.1°×0.1°で区切られた領域的な影響と測定局ごとの影響の 3 つ

に分けて，それぞれ定量的に推定した．領域的な影響は，名古屋港を中心とする愛知県西部や三

重県北部において高くなる傾向が，愛知県東部や岐阜県では低くなる傾向が示された．また，そ

れら領域的な影響を排除した測定局ごとの影響についても示し，影響の割合を定量的に評価する

ことが可能となった．ベイズ統計による地理的特徴の結果は，空間自己相関の指標である Local 
Moran’s I や，Conditional Probability Function (CPF) 解析の結果との整合性が確認された．また，領域

的な影響と測定局ごとの影響の合計は，全域に共通した月ごとの影響に対して最大で 1.50 倍にな

り，逆に低い場合には 0.67 倍の値になった．観測値と，得られた 3 つの影響の推定値から計算し

た濃度の予測範囲を比較すると，観測値のほとんどが予測範囲の中に納まった．大量の極端な値

や欠測がある場合には，一部で観測値が予測範囲を超えた． 
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 環境試料中に含まれる微量金属分析の手順・実例 

久恒 邦裕 

 

「微量金属分析とその前処理技術」，技術情報協会，p515-521(2015) 

 
 

 PM2.5 に含まれる微量金属の分析方法について，採取条件・フィルターの特徴や分析条件について一般的な

手法を示し，名古屋市で採取されたサンプルの測定結果概要について述べた． 

また，SPM や有害大気汚染物質モニタリング，酸性雨についても金属分析について解説した． 

測定データの解析については，大気環境における解析としてよく用いられる手法や成分を中心として実例を挙

げ，環境分野における微量金属分析の意味などを示した． 
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ビスフェノール A (BPA)は，ポリカーボネート製のプラスチックを製造する際のモノマーや，エポキシ樹脂の

原料として幅広く利用されている．一方で，1996 年『奪われし未来（Our Stolen Future）』の出版を契機に，内分

泌かく乱物質（環境ホルモン）として，日本国内でも大きく取り上げられ，環境省，厚労省等が調査研究を開始

した．さらに近年では，BPA は，きわめて微量でも動物の胎児等に影響を生じることがあるとの報告もあり，よ

り高感度での分析法が求められている．p-クミルフェノール (p-CP)は，BPA から一つ水酸基の取れた物質で，主

に，界面活性剤の原料として使用されている．また，ポリカーボネート樹脂合成の際には BPA とともに原料とし

て使用されることもある．BPA に関してはこれまでに多くの研究がされており，分析法に関する報告例も多い．

一方で，p-CP は，BPA と構造的に非常に類似しており，腎毒性が認められているにも関わらず，分析法について

の報告例がほとんどなく，LC/MS による分析法を開発した例はない．また，BPA 類を分析するときは，誘導体化

GC/MS 法により測定を行うことが多いが，誘導体化反応を行うことは，操作が煩雑になり，前処理時間に長時間

を要する．この点を改善するために，誘導体化反応なしで測定を行うことができる LC/MS による分析法開発を行

うこととした．また，BPA は非常に幅広く使用されていることから，実験室内の環境中にも存在していることが

考えられるため，極微量の分析を行う際には，ブランク対策を行うことが必須になる． 

そこで，本研究では，BPA と，その関連物質である p-CP について，LC/MS を用いて，水環境中の存在量を高

感度で同時に分析する方法を開発した．さらに，両物質の環境動態を把握することを目的とし，名古屋市内の環

境水を対象に開発した方法を用いて両物質を同時に調査した． 
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